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論文内容の要旨

本論文は、日本語の代表的な束縛表現である「自分」の習得を手がかりに、第二言語習得における普遍文法 (UG)

利用の可能性、母語からの転移の有無、臨界期の有無について論じるとともに、 「自分j の特徴である主語指向性、

局所束縛、長距離束縛の習得のメカニズムを考察したものである。全体は 8 章からなっている。

第 1 章「序論J では本研究の目的と、そこで扱う事象の概説、および本論文の構成について述べる。第 2 章「第二

言語習得研究の変遷J では、第二言語習得研究が本格的に始まった 20 世紀半ば以降の研究史を概観する。第 3 章「普

遍文法理論に基づく第二言語習得研究」では、 UG 理論を背景とした第二言語習得研究一般を概観し、 UG 利用の可

能性、第二言語習得における UG の初期状態(母語からの転移の有無)、一般問題解決能力との関係が検討される。

第 4章「束縛表現とその習得研究J では、これまでの束縛表現の理論的研究および第二言語における束縛表現の習得

に関する研究を批判的に検討する。第 5 章「臨界期仮説と第二言語習得」では、母語習得における臨界期仮説に関す

る論考を踏まえて、第二言語習得における年齢要因について考察し、臨界期の有無をめぐる従来の議論の問題点を明

らかにする。

第 6 章は 3 種類の被験者群に行った同一の実験の報告からなっている。実験 1 では、日本語を母語とする幼児 173

人を被験者として、 「自分」の習得を横断的に調査している。結果は以下の通りである。 (i)6""'7 歳で、大部分の

子どもが「自分J の特性を完全に習得している。(並)局所束縛性の方が長距離束縛性よりも早く習得される。(出)主語

指向性と長距離束縛性の習得には関連性がない。実験 2 では、英語を母語とし日本語を第二言語として習得する 12

人の子ども達を被験者に、 「自分」の習得過程を縦断的に調査した。結果は次の通りである。( i )全員が局所束縛性

を長距離束縛性よりも早く習得した。(註)主語指向性と長距離束縛性は直接的に関連がない。(温)主語指向性の習得に

おいて、母語値が転移しているとは考えにくい。実験 3 では、日本語学習開始時期や学習期間が多岐にわたる英語母

語話者 59 人を被験者に実験を行った。結果は次の通りである。( i )統制群(日本語母語話者)と実験群(全被験者)

の成績には有意な差がある。(並)学習開始年齢別グループ (7 グループ)間の習熟度について、 6 ""'10 歳グループと

36""'39 歳グループで、は、正答率に 20%近くの差があったが、グループ。間全体で、は統計的有意差は認められない。し

かし、学習開始年齢で被験者を 2分し、その正答率を比べると、どの年齢で分けても、学習開始年齢の低いグループ

の方が、高いグループよりも正答率がよい。(出) r滞在年数 10 年以上J としづ条件に該当する被験者 26 名は、学習

開始年齢に関わらず、全員が「自分J の持つ 3 つの特性全てを習得していた。

第 7 章では、 3 つの実験結果を考察し、以下のような結論を導く。 (a)母語習得と第二言語習得における「自分J の
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習得過程には、同一のメカニズムが働いている。 (b)第二言語習得においても UG の利用は可能である。 (c)英語の照応

形からの転移は認められない。従って、第二言語習得における束縛表現に関わる UG の初期値は未設定である。 (d)UG

を利用した第二言語習得には明確な臨界期は存在しないが、早期第二言語学習者と較べると、成人学習者は相対的に

習得に時間がかかる。 (e)成人学習者の場合、 「自分」の特性を完全に習得するには最大 10 年程度の時間がかかるが、

習得に失敗することはない。第 8 章ではここまでの議論をまとめ、今後の課題として、母語の異なる学習者を対象に

した研究を行い、本論文の結論が一般化できるものであるかどうかを検証することを挙げている。

論文審査の結果の要旨

本論文は、第二言語としての日本語における「自分」としづ表現の習得を、母語としての日本語習得、年少者およ

び成人の第二言語習得のデータに基づいて、普遍文法の立場から包括的に記述したものである。その中で臨界期の有

無、母語からの転移という第二言語習得研究において常に議論されていながら決定的な結論の出ていない問題に関し

て、特定の言語形式に限ってはいるものの、答えを提供したとしづ意義を持っている。また、成人の学習者が母語話

者なみの能力を獲得するのに要する時間として 10 年という目安を提示したことは、今後、第二言語習得研究だけに

留まらず、第二言語教育においても大きい影響力を持っと考えられる。文章も平易で、論文全体の構成もわかりやす

く整理されている。

問題点としては、まず利用した普遍文法の理論が最新のものではないということが挙げられる。しかし、最新の理

論を使った場合に本論文の結論が変わるという性質のものではない。次に、「自分」の 3 つの特性の習得順序がなぜ

上記のようになるのかの説明が十分であるとは言えない。特に、主語指向性と長距離束縛性の習得順序が被験者によ

って異なる点については、脳生理学的な制約ではなく何らかのストラテジーが関与している可能性も考えられ、今後

さらに検討を加える必要がある。さらに、 UG 利用の第二言語習得にインプットの量および気づきの有無が影響する

かどうかの議論も望まれる。

しかしながら、これらの問題点は本論文の価値を損なうものではない。よって、本論文は博士(文学)の学位にふ

さわしいものと認定する。
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